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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算審査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

消費生活センター ・消費生活に関する相談及び苦情の処理など消費者の支援に

関すること。

・消費生活の安定及び向上を図るために必要な業務に関する

こと。

・消費生活に関する知識の普及及び情報の提供に関すること

・貯蓄及び生活設計の啓発に関すること。

・生活関連物資等の需給に関すること

４ 職員の定員、現員調べ

事務職員 技術職員 現業職員 計
種 別 備 考

区 分 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1 22.4.1 21.4.1
現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 ７ ７ ０ ０ ０ ０ ７ ７

現 員 ７ ７ ０ ０ ０ ０ ７ ７

過不足(△) ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

消費生活相談員（９）

非常勤職員 １０ １０ ０ ０ ０ ０ １０ １０ 事務補助員（会計員）

（１）

５ 役付職員の調べ

（平成２２年 ６月 １日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

年 月

所 長 佐々木 賢二 １ ２

次 長 大 森 俊 成 １ ２ 出納員
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６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

消費生活行政活性化 ア 目的及び事業の実施状況

事業 （ア）目的

生活者の視点に立つ行政への転換を図り消費者に安全・安心を提供するため、地方消

決算見込額 費者行政の充実・強化が求められており、国の交付金を活用して県及び市町村の消費生

86,447千円 活相談体制の強化等に係る事業を実施する。

（国交付金は、市町村分も併せて県基金で受け入れ、Ｈ２１～２３で取り崩し充当）

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

国庫支出金 ［相談体制の強化］

38,500千円 ・相談員を１名増員し、土日の相談受付を開始

消費者行政活性 =>土日の相談件数：５８６件（全体の９．７％、一日平均 ５．９件）

化基金繰入金 ［相談員養成セミナーの開催］

47,947千円 開催日 平成２１年７月１４日～３１日のうち６日間

場 所 とりぎん文化会館

受講者 ７６名（うち行政関係者 ３４名）

○将来ビジョン 概 要 ・消費生活相談員の役割と心構え

Ⅲ守る ・相談対応に必要な基礎的知識

（２）安全に安心 ・消費者法（多重債務、民法・消費者契約法、特定商取引法等）

して暮らせる ・小論文の書き方 など

「暮らしの安全 ［多重債務相談強化キャンペーン］

・安心の充実」 開催日 平成２１年１２月６日（日）

場 所 米子コンベンションセンター

参加者 ３００名

概 要 タイトル：「未来とマネーはバイ・マイ・セルフで

～安心ライフは自分でつくる！～」

出演者：ルー大柴氏（タレント）

北見久美子氏（ファイナンシャルプランナー）

［相談窓口広報強化］

・土日曜日相談受付開始や、消費者ホットライン開設を広く周知するため、テレビ、

ラジオ等を効果的に組み合わせた広報（メディアミックス）を行った。

「相談窓口の周知及び土日相談スタート」･･･Ｈ２１.５～７月

「市町村消費生活相談窓口設置及び消費者ホットラインＰＲ」･･･Ｈ２２.１～２月

［消費生活相談Ｑ＆Ａ新聞掲載］

掲 載 紙 日本海新聞

掲載期間 平成２１年４月～２２年３月（１８回）

内 容 ・多重債務 ・ＳＦ（催眠）商法 ・架空･不当請求 ・利殖商法

・資格商法 ・インターネットトラブル ・デート商法

・マルチ商法 ・点検商法 ・アパート入退去時のトラブル 等

［市町村消費者行政活性化交付金］

・消費生活相談窓口を設置･強化する市町村に対して交付金を交付する。

=>主な実施事業：窓口の新設・拡充、相談員の新規配置･増員、相談対応職員の研修、

弁護士等の活用、広報･啓発物品購入 など

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

特になし（平成２１年度新規事業）

ウ 成 果

○全市町村で消費生活相談窓口が設置された。

○メディアミックスを利用した広報により、広く相談窓口等を周知することができた。
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事 業 名 概 要

エ 課 題

○ 平成２１年度中に全ての市町村で消費生活相談窓口が設置されたが、市町村窓口へ

の相談件数が増加していない。また、ほとんどの町村では専門相談員を置かず兼務の

行政職員が相談対応を行っており、相談窓口担当職員のレベルアップを図るため、研

修の充実等が必要である。

○ 消費者団体に消費生活専門相談員資格の取得を委託する予定であったが、希望する

団体がなく実施できなかった。しかし、市町村窓口への専門相談員の配置や相談員の

世代交代を考えると専門相談員の養成は不可欠であり、新たな方法を検討する必要が

ある。

消費生活相談事業 ア 目的及び事業の実施状況

費 （ア）目的

県民の安全で安心なくらしを確保するため、県内３カ所に消費生活相談室を設置し、

決算見込額 消費生活に関する苦情や問合わせに応じて適切な助言・情報提供などを行うとともに、

25,835千円 必要に応じて弁護士等から専門的なアドバイスを受けて問題解決に当たる。

また国民生活センター等が開催する研修に参加し、相談動向の把握、関連情報・知識

（財源内訳） を身につける。

一般財源 （イ）事業の実施状況

25,835千円 ［相談の受付］ ６，０５８件

・東部消費生活相談室 ２，１０９件 相談員 ３名

○将来ビジョン ・中部消費生活相談室 ９２８件 相談員 ２名

Ⅲ守る ・西部消費生活相談室 ３，０２１件 相談員 ４名

（２）安全に安心 ［法律相談等］

して暮らせる ・弁護士定期法律相談（相談員が弁護士に相談）

「暮らしの安全 開催回数 １２回 相談件数 ４５件

・安心の充実」 ・司法書士直接相談（相談者本人が司法書士に相談）

開催回数 １８回 相談件数 ５４件

・弁護士直接相談（相談者本人が弁護士に相談）

開催回数 １８回 相談件数 ５７件

・弁護士随時法律相談 相談件数 ７件

［多重債務等］

・多重債務・ヤミ金融等相談 開催回数 ４４回 相談件数 ４４３件

（Ｈ２１年度から八頭･日野地区でも四半期に１回開催）

・全国一斉多重債務者相談キャンペーンの開催 相談件数 ３４件

開 催 日 １２月１９日(土) １２月２０日(日) １２月２３日(水･祝)

開催場所 倉吉未来中心 県庁第13会議室 米子ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ

相談件数 ３件 １４件 １７件

［職員の研修］

・相談員、職員の研修への参加 １７講座 延べ２５名

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

①相談員を１名増員し、西部相談室において土日の相談受付を開始した。

（増員分の人件費は、消費生活行政活性化事業）

②多重債務･ヤミ金相談会を八頭･日野地区でも四半期ごとに開催することとした。
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事 業 名 概 要

ウ 成 果

○くらしの中での様々な相談に対応し、助言及びあっせんにより県民の方に安心を提供
することができた。

対 応 結 果

相談件数 助 言 あっせん その他（他機関紹介等）

６，０５８件 ４，１８９件 ６０６件 １，２６３件

（１００．０％） （６９．２％） （１０．０％） （２０．８％）

○土日の相談受付開始により、相談者の利便性の向上を図ることができた。

○弁護士など専門家による法律相談を充実させることにより、相談者の満足度のアップ

を図ることができた。

○多重債務等にかかる相談機会の充実に努め、多くの相談者を債務整理につなげること

ができた。

○複雑、多様化する相談に対応するため、国民生活センター等が開催する研修に参加し

最新の情報、知識を習得することができた。

エ 課 題

○ 平成２１年度中に全ての市町村で消費生活相談窓口が設置されたが、ほとんどの町

村では専門相談員を置かず的確な相談対応が困難であるなどの課題があり、全県的な

相談体制のあり方の検討が必要である。

○ 多重債務相談の対応では、債務整理についてのアドバイスのみではなく、再度多重

債務に陥ることの回避や多重債務者の心理的負担軽減が求められる。

○ 多重債務問題は身近なところでは相談しにくいためか、八頭・日野地区相談会での

相談件数が少ない。

消費者啓発事業費 ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

決算見込額 くらしに関わる正しい知識を身につけ、主体的な判断により行動できる消費者を育成

3,459千円 するため情報紙・啓発資料の作成・配布及び巡回講座を実施し、消費者被害防止等の啓

発を行うとともに、大学等と連携し各種の啓発教育講座を開催する。

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 ［啓発］

3,459千円 ・消費者ホットラインの発行（４回）

・啓発資料「くらしの豆知識」（国民生活センター作成）配布

（警察署・派出所等、訪問介護事業所、くらしの経済法律講座受講者等：９３５冊）

○将来ビジョン ・くらしの情報講座 ５回 ４０３名

Ⅲ守る ・高校生等講座 １７回 １，５３８名

（２）安全に安心 ・巡回講座 ４９回 １，８２３名

して暮らせる ・高齢者見守りネット講座 ４回 ９０名

「暮らしの安全 ［大学等との連携］

・安心の充実」 ・くらしの経済・法律講座(消費者被害の現状、くらしの法律、悪質商法対処法など）

鳥取大学 １４回（４～７月） 県民 １１０名、学生 １３０名

鳥取短期大学 １４回（４～７月） 県民 ５７名、学生 ４３名

鳥取環境大学 １４回（10～１月） 県民 １１１名、学生 ９５名

米子工業高等専門学校 １４回（10～２月） 県民 ８３名、学生 ４２名

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

公民館など地域における消費者啓発活動を市町村で実施してもらうよう役割分担し、

市町村職員担当者の研修を実施したほか、講座で使用するパワーポイントファイルや

消費者啓発用ＤＶＤを提供した。
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事 業 名 概 要

ウ 成果

○啓発紙の発行や出前講座などの実施により、消費者トラブルにあわないための知識や

トラブルにあった場合の対処法などの啓発を行うことができた。

○大学などとの連携により専門的で体系的な学習の機会を提供することができた。

エ 課 題

○ 県民により情報が伝わるよう、メディアミックスによる広報をさらに充実する。

○ 県・市町村など行政が行う啓発活動では限界があるため、地域で活動している消費

者団体や消費者問題に意識の高い地域住民の活用という視点で、地域のきめ細やかな

啓発の仕組みづくりを検討することが必要がある。

賢い消費者支援事 ア 目的及び事業の実施状況

業費 （ア）目的

より安全、安心で豊かな消費生活を送るためには、消費者自身が経済行為の主体とし

決算見込額 て基礎的な知識を身につけ、主体的に責任を持って意思決定できることが重要である。

1,394千円 消費者団体の活性化を通じ自立した賢い消費者の育成を図るため、各種イベント・講

座を実施する。

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 ［街頭キャンペーン］

1,394千円 期 日 5月15日(金) 5月14日(木) 5月12日(月)

場 所 ジャスコ鳥取店 パープルタウン 米子高島屋、やよい

参加団体数 ５団体 ５団体 ５団体

○将来ビジョン ［消費者のつどい］

Ⅲ守る 日 時 平成２１年１１月１２日（木）

（２）安全に安心 場 所 米子コンベンションセンター

して暮らせる 内 容 ・講演会

「暮らしの安全 「消費者庁スタート 消費者の力で社会を変えよう」

・安心の充実」 講師 片山登志子氏（弁護士） 来場者 １８５名

・ステージイベント 出演 ３団体 ・エコビンゴ大会

・パネル展示、フリーマーケット 出展５８団体

［全国消費者フォーラム］

期 日 平成２２年３月３１日（水）

場 所 東京都千代田区「アルカディア市ヶ谷私学会館」

派 遣 団 体 とっとり県消費者の会 ２名（１名は発表者）

［消費者団体代表者連絡会議］

期 日 平成２１年９月４日（金）

場 所 消費生活センター研修室

会 議 内 容 （１）県からの説明

・最近の消費者行政の状況

（２）各団体の今後の取組みについて

（３）意見交換及び情報交換

（対象団体：６０団体、 参加団体：１３団体・１８名）

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

消費者団体育成のため、「消費者のつどい」講演会開催を消費者団体に委託して実施

した。
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事 業 名 概 要

ウ 成 果

○消費者啓発街頭キャンペーンの実施（県内３箇所）にあたっては、消費者団体と協働

で行い、多くの方に消費者問題に関心を持ってもらうことができた。

○「消費者のつどい」を消費者団体による実行委員会方式で実施し、消費生活に関する

有益情報を発信するなど、自立した賢い消費者と消費者団体の育成が図られた。

○消費者団体の方に「全国消費者フォーラム」に参加してもらうことにより、最新の情

報・知識を取得することができた。

○消費者団体代表者連絡会議を開催することにより、消費者団体の活動を促進するとと

もに、消費者が関わる諸問題について意見交換ができた。

エ 課 題

○「鳥取県消費者のつどい」について、来場者が少なく、来場者も出店団体の関係者

が多くを占めており、一般県民の来場をいかに促すか工夫が必要である。
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７ 歳出調書
（総括表） （単位：円）

予 算 現 額区 科 目
継続費及び 予 備 費 計 支出済額 翌 年 度 差引増減額 備 考

分 当初予算額 補正予算額 繰越事業費 支出及び 繰 越 額
繰 越 額 流用増減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

一般管理費 95,570 95,570 95,570 0

歳 企画総務費 456,863 456,863 456,863 0

出
計画調査費 171,726 171,726 171,726 0

消費者支援
対策費 108,889,000 38,883,000 147,772,000 97,871,876 49,900,124

合 計 108,889,000 38,883,000 724,159 148,496,159 98,596,035 49,900,124

国庫補助金 0 38,500,000 38,500,000 38,500,000 0

利子及び
同 配当金 0 931,000 931,000 931,000 0

上 消費者行政
活性化基金 61,602,000 △548,000 61,054,000 47,946,796 13,107,204

財 繰入金
消費生活協

源 同組合資金 33,000 0 33,000 33,000 0
元利収入

内
雑 入 135,000 0 135,000 0 135,000

訳

小 計 61,770,000 38,883,000 100,653,000 87,410,796 13,242,204

一般県費 47,119,000 0 724,159 47,843,159 11,185,239 36,657,920
充 当

合 計 108,889,000 38,883,000 724,159 148,496,159 98,596,035 49,900,124

－
７

－



- 8 -

８ 事業別実施状況調べ

（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度 差引残額 事業の計画と実績・成果
繰越額

一般管理費 95,570 95,570 0 赴任旅費1名分

目 計 95,570 95,570 0

企画総務費 456,863 456,863 0 男女共同参画ｾﾝﾀｰ西部相談室光熱水費・委託料

目 計 456,863 456,863 0

計画調査費 171,726 171,726 0 若手職員ｻﾌﾞﾁｰﾑ・まちづくりｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ旅費等

目 計 171,726 171,726 0

消費者支援対策費

(主)

消費生活行政活性 100,499,000 68,794,104 31,704,896 「主な事業に関する調べ」に記載

化事業

(主)

消費生活相談事業 27,256,000 15,153,906 12,102,094 「主な事業に関する調べ」に記載

(主)

消費者啓発事業費 5,997,000 3,458,653 2,538,347 「主な事業に関する調べ」に記載

(主)

賢い消費者支援事

業費 2,730,000 1,318,382 1,411,618 「主な事業に関する調べ」に記載

消費生活センター 9,377,000 8,023,431 1,353,569 県内３箇所に相談室を持つ県立消費生活センタ

管理運営費 ーの円滑な管理・運営を行った。

消費者行政費 1,913,000 1,123,400 789,600 (１)消費生活協同組合の健全な発展を図るため

、消費生活協同組合法に基づく指導監督を行

った。

H22.2.19 : 鳥取県共済生活協同組合

H22.2.22 : 鳥取医療生活協同組合

(２)梨の販売に係る表示基準の遵守を確認する

ため、94店舗に立入調査し、違反店舗に対し

て指導を行った（口頭指導：35店舗、文書指

導：0店舗）。

(３)市町村消費者行政担当職員の資質向上及び

情報交換を図るため、連絡会議及び研修会を

実施した。（消費者行政推進連絡協議会：3

回、担当職員研修：5回）

目 計 147,772,000 97,871,876 49,900,124

合 計 148,496,159 98,596,035 49,900,124

９ 予備費の充用調べ 該当なし

１０ 繰越関係調べ 該当なし

１１ 収入証紙取扱額調べ 該当なし
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１２ 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金 該当なし

（２）使用料 該当なし

（３）手数料 該当なし

（４）財産収入 該当なし

（５）寄付金 該当なし

（６）諸収入 （単位：円）
収 入 科 目

件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考
目 節 細 節

消費生活協同 消費生活協同 消費生活協同組合資
組合貸付金元 組合貸付金元 1 165,000 33,000 0 132,000 金貸付契約
利収入 利収入

計（節） 1 165,000 33,000 0 132,000
目 計 165,000 33,000 0 132,000
合 計 165,000 33,000 0 132,000

１３ 税外収入未済額調べ
（単位：円）

過 年 度 分 現 年 度 分
区 分 前年度 左のう 収入未済額の調定年度内訳 収入未済額 計

収入科目 以前か ちの収 不納欠 収 入 15年度 16年度 17年度 調定額 収入済 収 入 未 収 理 由
らの繰 入済額 損額 未済額 以前 額 未済額 Ａ＋Ｂ

目 節 細節 越額 Ａ Ｂ
消費生 消費生 消費生 貸付先の西部生
活協同 活協同 活協同 協は、和議認可
組合資 組合資 組合資 165,000 33,000 0 132,000 132,000 0 0 0 0 0 132,000 を受けたため、
金貸付 金貸付 金貸付 連帯保証人が残
金元利 金元利 金元利 債務を償還中
収入 収入 収入

計（節） 165,000 33,000 0 132,000 132,000 0 0 0 0 0 132,000
目 計 165,000 33,000 0 132,000 132,000 0 0 0 0 0 132,000
合 計 165,000 33,000 0 132,000 132,000 0 0 0 0 0 132,000

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ
収 入 科 目 債権管理

事務取扱 取 り 組 み 状 況 取 り 組 み 効 果
目 節 細節 要領の作

成の有無
消費生活協 消費生活協 消費生活協 昭和５５年３月、鳥取県西部生活協同組合に鳥取県消費生活協同 毎年度当初に順調に償還を受
同組合資金 同組合資金 同組合資金 無 組合貸付金を貸し付けたが、昭和６０年８月、和議認可の決定によ けている。
貸付金元利 貸付金元利 貸付金元利 り未償還金が発生した。このため、和議の効力の及ばない連帯保証
収入 収入 収入 人（５人）の債務について、平成６年３月に債務確認をし、平成６

年度から償還計画に基づき償還手続を行っている。

－
９

－
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１５ 税外収入不納欠損額調べ 該当なし

１６ 債務負担行為の状況調べ 該当なし

１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

（１）負担金
（単位：円）

予算科目 予算額令達額 区分 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支 出 金 額 支出の根拠法令名等 備 考

（目） （規約、要領等を含む）

消費者支援対策 米子ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ (財)とっとり 米子ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ施設 新規

費 1,204,000 単県 施設管理費負担金 ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ 71.2% H22.4.16 1,204,000 管理費負担金に係る覚書

支出額が10万円

未満のもの 15,418

目 計

1,219,418

合 計

1,219,418

－
１

０
－
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（２）補助金

予算科目（ 消費者支援対策費 ）

① 国 補 分

（単位：円）

補助金等 実施計画承認 着 手 額の確定 支出の状況

の 名 称 交 付 先 間 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年月日 備 考

接 交付申請 完 了 検 査 概算

事業の内容 補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年月日 払、 支 出 金 額

補 助 金 額 交付決定 実績報告 審査・現地 精算払 年月日

年 月 日 年月日 調査年月日 の 別

鳥取県市町村消 倉吉市外 全 消費者行政 21.3.26外 ― 22.3.20 精算 22.4.9 14,076,679 新規

費者行政活性化 12件 部 活性化のた 外 払 外

交付金 めの事業に (21.4.1外) ― ―

要する経費 21.9.16外

消費者行政の充 (補助率：

実に係る集中育 10/10) (21.4.1外) 22.3.29 22.3.30

成・強化期間に 16,145,101 21.10.2外 外 外

おける市町村の

計画的な取組を

支援する

国 補 分 計 14,076,679

表の補足説明 １ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

２ 翌年度繰越分の期間・繰越事業費を「備考」欄に記載する場合の（ ）書きは補助金相当額である。

② 単 県 分 該当なし

（２－２）補助金（他課からの予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

（３）交付金 該当なし
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（４）委 託 料
（単位：円）

当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況
予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了

単県 の相手方 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考
（目） の別 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額

(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

消費者支援対 国補 市町村消費生活 ㈲あっぷ 5,127,000 (21.12.29) 21.12.29 21.12.24 22.3.15 ・企画ｺﾝﾍﾟ方式
策費 相談窓口の開設 るはうす ～ ・随契理由

及び消費者ﾎｯﾄﾗ 5,126,914 22.3.15 (21.12.29) 精 22.3.26 5,126,914 企画ｺﾝﾍﾟにより
ｲﾝPRに係る （ ） 随 22.3.16 受託者を決定す
ﾒﾃﾞｨｱﾐｯｸｽ広報 るため
等業務委託 ・新規

消費者支援対 国補 多重債務相談強 ㈱エス・ 4,625,000 (21.10.26) 21.10.26 21.10.8 22.1.5 ・企画ｺﾝﾍﾟ方式
策費 化ｷｬﾝﾍﾟｰﾝに係 アイ・シ ～ ・随契理由

るﾒﾃﾞｨｱﾐｯｸｽ ー 4,624,200 22.1.5 (免除) 精 22.2.5 4,624,200 企画ｺﾝﾍﾟにより
広報等業務委託 （ ） 随 22.1.21 受託者を決定す

るため
・新規

消費者支援対 国補 消費生活相談窓 ㈱山陰 2,000,000 (21.5.18) 21.5.18 21.5.6 21.7.12 ・企画ｺﾝﾍﾟ方式
策費 口及び西部相談 ビデオ ～ ・随契理由

室土日相談ｽﾀｰﾄ システム 1,999,725 21.7.12 (免除) 精 21.8.28 1,999,725 企画ｺﾝﾍﾟにより
PR広告制作業務 （ ） 随 21.8.12 受託者を決定す
委託 るため

・新規
消費者支援対 国補 消費生活に関す ㈱新日本 1,890,000 (21.4.9) 21.4.9 21.4.2 21.5.22 ・随契理由
策費 る啓発記事の新 海新聞社 ～ 外 「随契の運用につ

聞掲載業務委託 1,890,000 22.3.31 (免除) 精 21.6.2 1,890,000 いて」1-14：新
（ ） 随 21.5.22 外 聞等への広告掲

外 載、高普及率
・新規

消費者支援対 単県 「くらしの情報 鳥取県消 220,000 (21.9.9) 21.9.9 21.7.31 21.12.8
策費 講座」実施委託 費者協会 ～

220,000 21.12.11 (免除) 概 21.10.6 220,000
（ ） 随 21.12.18

消費者支援対 単県 平成２１年度鳥 ㈱かいけ 425,250 （21.4.1） 21.4.1 21.3.16 21.9.30 <契約額の内訳>
策費 取県立消費生活 ～ 外 ・消費者支援対策

センター等清掃 304,500 22.3.31 (免除) 精 21.10.9 204,320 費分：204,320円
業務委託 （ ） 随 21.10.9 外 ・企画総務費分：

外 100,180円

予定価格が20万
円未満のもの 831,778

目 計 14,896,937

合 計 14,896,937

－
１

２
－
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（４－２）委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） （単位：円）
当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況

予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了
単県 の相手方 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考

（目） の別 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額
(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

企画総務費 単県 平成２１年度 ㈱かいけ 425,250 （21.4.1） 21.4.1 21.3.16 21.9.30 <契約額の内訳>
鳥取県立消費 ～ 外 ・消費者支援対策
生活センター 304,500 22.3.31 (免除) 精 21.10.9 100,180 費分：204,320円
等清掃業務委 （ ） 随 21.10.9 外 ・企画総務費分：
託 外 100,180円

予定価格が20万 12,625
円未満のもの

目 計 112,805

合 計 112,805

１８ 工事請負費調べ 該当なし

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

－
１

３
－
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１９ 財産に関する調べ

（１）公有財産

ア 土 地 該当なし

イ 建 物 該当なし

ウ 山 林 該当なし

エ 不動産売却等 該当なし

オ 財産の交換 該当なし

カ 動 産 該当なし

キ 物 権 該当なし

ク 無体財産権 該当なし

ケ 有価証券 該当なし

コ 出資による権利 該当なし

（２）金券類の受払状況

（平成２２年３月３１日現在）

種 別 前年度末 本 年 度 中 本年度末 備 考

購 入 額 使 用 額

円 円 円 円

郵便切手及び郵便はがき 37,776 426,000 462,390 1,386

収入印紙 0 0 0 0

収入証紙 0 0 0 0

タクシークーポン券 0 0 0 0

鉄道バスプリペードカード 0 0 0 0

合 計 37,776 426,000 462,390 1,386

（３）基 金

（平成２２年３月３１日現在）

種 別 前年度末 本 年 度 中 本年度末 備 考

増 減

消費者行政 円 円 円 円

活性化基金 168,626,000 39,320,518 0 207,946,518

合 計 168,626,000 39,320,518 0 207,946,518



- 15 -

（４）債 権

(平成２２年３月３１日現在）

前 年 度 末 本 年 度 中 本 年 度 末

債権の名称 増 減 備 考

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

消費生活協同組 円 円 円 円

合資金貸付金 1 165,000 33,000 1 132,000

合 計 1 165,000 33,000 1 132,000

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ

（１）土地及び建物

ア 土 地 該当なし

イ 建 物 該当なし

（２）物 品 該当なし

２１ 借受不動産明細調べ 該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ

（１）職員住宅

ア 管理状況 該当なし

イ 異動状況 該当なし

（２）職員駐車場

ア 管理状況 該当なし

イ 異動状況 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

２４ 備品の処分状況調べ 該当なし

２５ 寄附物件の受納状況調べ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし
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２７ 貸付金等状況調べ

（１）総括表

（単位：円）

貸 付 額 本 年 度 （ 元 金 の み ） 本年度末現在

貸 付 金 貸 付 先 前年度末現在 本年度貸付額 償還額 不納欠損額 償還免除額 貸付残高 備 考

の 名 称 貸付残高 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｅ) (A+B)-(C+D+E)

消費生活協 鳥取県西部生活

同組合資金 協同組合 165,000 0 33,000 0 0 132,000

貸付金

合 計 165,000 0 33,000 0 0 132,000

（２）償還状況

（消費生活協同組合資金貸付金） （単位：円）

貸 付 額 本 年 度 本 年 度 末

区分 前年度末現在 本年度 償 還 期 備 考

貸付残高 貸付額 区分 収入調定額 償還額 不納欠損額 償還免除額 収入未済額 未到来分

(Ａ) (Ｂ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ) (C-D-E) (A+B)－(C＋F)

過年度分 132,000 26,400 0 0 105,600

元金 165,000 0 現年度分 0 0 0 0 0 0

小計 132,000 26,400 0 0 105,600

過年度分 33,000 6,600 0 0 26,400

利子 現年度分 0 0 0 0 0

小計 33,000 6,600 0 0 26,400

合計 165,000 33,000 0 0 132,000

－
１

６
－
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２８ 消費生活相談動向調べ

(1) 消費者相談等の概要

(2) 商品・役務別相談件数（平成２１年４月～平成２２年３月）
（単位：件）

相談件数
うち

苦情件数
相談件数

うち
苦情件数

相談件数
うち

苦情件数
相談件数

うち
苦情件数

商品一般 133 122 62 55 186 172 381 349

食料品 96 85 46 37 97 84 239 206

住居品 83 70 35 33 115 94 233 197

光熱水品 8 4 7 5 17 16 32 25

被服品 50 48 17 16 77 71 144 135

保健衛生品 51 45 23 20 71 63 145 128

教養娯楽品 139 133 48 46 178 164 365 343

車両･乗り物 42 39 16 13 68 64 126 116

土地・建物・設備 67 57 25 20 108 100 200 177

他の商品 2 2 0 0 0 0 2 2

商 品 計 671 605 279 245 917 828 1,867 1,678

クリーニング 5 4 6 4 11 9 22 17

レンタル・リース・賃借 75 68 25 23 67 61 167 152

工事・建築・加工 49 47 13 12 66 60 128 119

修理・補修 18 17 30 27 12 10 60 54

管理・保管 3 3 0 0 4 4 7 7

役務一般 13 13 13 13 11 10 37 36

金融・保険サービス 505 478 255 242 803 736 1,563 1,456

運輸・通信サービス 339 332 125 124 503 491 967 947

教育サービス 8 8 4 4 7 6 19 18

教養・娯楽サービス 63 62 30 30 82 77 175 169

保健・福祉サービス 53 47 24 19 100 78 177 144

他の役務 101 89 33 30 83 71 217 190

内職・副業・ねずみ講 22 19 11 7 58 56 91 82

他の行政サービス 17 13 2 1 25 17 44 31

役 務 計 1,271 1,200 571 536 1,832 1,686 3,674 3,422

167 63 78 4 272 160 517 227

2,109 1,868 928 785 3,021 2,674 6,058 5,327

消費生活センター個別様式

合 計
区分

商

品

東 部 中 部 西 部

他 の 相 談

合 計

・平成２１年４月～平成２２年３月の相談件数は６，０５８件。前年同期（６，２９７件）に比べて、
△３．８％の微減。

役

務

・相談内容は、多重債務関係の金融サービス、携帯・インターネット関係の通信サービスが減少し、食料
品・住居品・保健衛生品などの相談が増加した。
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２９ 消費生活法律相談実施状況調べ
(1) 法律相談等の概要

複雑化・多様化する相談内容及び多重債務問題などについて、弁護士・司法書士の法律専門家という外部資源
の活用により、専門的な見識をもった判断、助言をもとに的確に対応し問題解決を図る。

(2) 月別相談件数 (平成２２年３月３１日 現在）
区 分 弁護士定期法律相談 司法書士直接相談 弁護士直接相談

東部 中部 西部 計 東部 中部 西部 計 東部 中部 西部 計
２１年 ４月 ３ ３ － － － － ３ ３ ４ １０

５月 ３ １ ３ ７ ３ ３ ４ １０ － － － －
６月 １ １ ３ ５ － － － － ２ ３ ４ ９
７月 １ １ ２ ３ ２ ４ ９ － － － －
８月 ２ ２ － － － － ２ １ ４ ７
９月 １ ２ ３ ２ ２ ４ ８ － － － －

１０月 ２ ２ ４ － － － － ４ ２ ４ １０
１１月 ６ ６ ４ ３ ４ １１ － － － －
１２月 ３ ２ ５ － － － － ４ ３ ４ １１

２２年 １月 １ １ ２ ２ ２ ２ ６ － － － －
２月 １ ２ ３ － － － － ３ ３ ４ １０
３月 １ ２ ３ ４ ２ ４ １０ － － － －

合 計 １５ ７ ２３ ４５ １８ １４ ２２ ５４ １８ １５ ２４ ５７

（単位：件） （単位：件）
区 分 多重債務・ヤミ金融等相談 区 分 弁護士随時法律相談

東部 中部 西部 八頭 日野 計 年 月 東部 中部 西部 計
年 月 ２１年 ４月 １ １

２１年 ４月 ２３ １０ １９ － － ５２ ５月
５月 １３ ６ １８ － － ３７ ６月 １ １ ２
６月 １２ １２ １４ ２ ４ ４４ ７月
７月 １０ ５ １８ － － ３３ ８月
８月 １５ ４ １５ － － ３４ ９月 １ １
９月 １１ ７ １７ ２ ２ ３９ １０月

１０月 １３ ９ １３ － － ３５ １１月
１１月 １３ ７ １３ － － ３３ １２月 １ １
１２月 ７ ５ １０ １ ２ ２５ ２２年 １月

２２年 １月 １５ ９ １８ － － ４２ ２月 １ １
２月 １０ １１ １５ － － ３６ ３月 １ １
３月 １０ ７ １３ １ ２ ３３ 合 計 ３ １ ３ ７

合 計 １５２ ９２ １８３ ６ １０ ４４３

３０ 普及啓発事業実施状況調べ
(1) 事業実施概要

くらしに役立つ情報提供を行うことにより、主体的な判断により行動できる自立した消費者の育成を目的とし
た自主企画講座及び消費者団体に企画まですべて委託し、団体の智恵、ノウハウなどを活用させてもらう形態
での講座を実施した。また公民館等からの依頼により、相談統計・事例に基づいた消費者本人への啓発講座並
びに高齢者被害の増加に鑑み、高齢者を身近で見守るヘルパーなどに対する研修講座を実施した。

(2) 実施状況
(平成２２年３月３１日 現在）

区 分 東 部 中 部 西 部 合 計
回 数 参加人数 回 数 参加人数 回 数 参加人数 回 数 参加人数

くらしの情報講座 － － ４ ２１８ １ １８５ ５ ４０３
委託実施事業(内数) － － ３ １８０ １ １８５ ４ ３６５

高校生等講座 ７ ４１１ － － １０ １,１２７ １７ １,５３８
巡回講座 １６ ７５３ １４ ５２５ １９ ５４５ ４９ １,８２３
高齢者見守りネット講座 － － － － ４ ９０ ４ ９０

計 ２３ １,１６４ １８ ７４３ ３４ １,９４７ ７５ ３,８５４

(3) 各講座の実施内容
【くらしの情報講座、開催回数 ５回、参加人数 ４０３人】 (平成２２年３月３１日 現在）

開 催 日 開 催 地 テ ー マ 講師・対象 会 場 参加人数
21.10.16(金) 北栄町 買い物・気をつけて・こん 司法書士 北栄町中央公民館大 ３０

なトラブル 栄分館
21.11.12(木) 米子市 消費者庁がスタート 消費 弁護士 米子コンベンション １８５

者の力で社会を変えよう センター
22. 2.18(木) 倉吉市 あなたは騙されない自信が 鳥取県警察本部 上灘公民館 １００

ありますか？
22. 2.20(土) 北栄町 食べることは 生命をつく 元生活改良普及員 北栄町中央公民館大 ５０

ること 栄分館
22. 3.10(水) 倉吉市 やってみよう！消費者啓発 (財)消費者教育支援セン 倉吉未来中心 ３８

活動 ター
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【高校生等講座、開催回数 １７回、参加人数 １，５３８人】 (平成２２年３月３１日 現在）
開 催 日 開 催 地 テ ー マ 講師・対象 会 場 参加人数
21. 4.27(月) 米子市 鳥取県内の消費者被害の現 米子工業高等専門学校 米子工業高等専門学 ４５

状について ４年生 校
21. 5.11(月) 米子市 契約・クーリングオフに関 米子工業高等専門学校 米子工業高等専門学 ４５

する基礎知識 ４年生 校
21. 5.11(月) 米子市 一般社会における消費生活 米子高等技術専門校生 米子高等技術専門校 １１０

での問題点
21. 5.18(月) 米子市 悪質商法に対する演習 米子工業高等専門学校 米子工業高等専門学 ４５

４年生 校
21. 5.27(火) 米子市 悪質商法の紹介とそれから 米子工業高等専門学校 米子工業高等専門学 ２００

身を守る方法 １年生 校
21.12. 9(水) 米子市 携帯サイトの怖さ、クーリ 米子工業高等学校３年生 米子工業高等学校 １７１

ングオフ制度、ヤミ金など と教職員
21.12. 9(水) 米子市 携帯サイトの怖さ、クーリ 米子養護学校高等部３年 消費生活センター研 １３

ングオフ制度等 生 修室
21.12.11(金) 鳥取市 消費者問題について 緑風高校１年生① 東部相談室 ３２
21.12.11(金) 鳥取市 消費者問題について 緑風高校１年生② 東部相談室 ３２
22. 1.14(木) 八頭町 悪質商法のトラブルに遭わ 八頭高校３年生 八頭高校 ３８

ないために
22. 1.15(金) 鳥取市 悪質商法のトラブルに遭わ 緑風高校３年生① 緑風高校 ６６

ないために
22. 1.15(金) 鳥取市 悪質商法のトラブルに遭わ 緑風高校３年生② 緑風高校 ３５

ないために
22. 1.18(月) 境港市 悪質商法のトラブルに遭わ 境高校３年生 境高校 １３６

ないために
22. 1.20(水) 境港市 悪質商法のトラブルに遭わ 境港総合技術高校３年生 境港総合技術高校 ２１４

ないために
22. 1.25(月) 米子市 悪質商法の傾向と対策につ 米子高校３年生 米子高校 １４８

いて
22. 2. 2(火) 鳥取市 悪質商法にあわないために 鳥取工業高校３年生 鳥取工業高校 １８８

22. 2.16(火) 鳥取市 賢い消費者になろう 白兎養護学校３年生、保 白兎養護学校 ２０
護者

【巡回講座、開催回数 ４９回、参加人数 １，８２３人】 (平成２２年３月３１日 現在）
開 催 日 開 催 地 テ ー マ 講師・対象 会 場 参加人数
21. 4. 3(金) 米子市 消費生活相談状況、振り込 米子信用金庫新入職員 米子信用金庫 ５

め詐欺等
21. 4. 5(日) 鳥取市 悪質商法の手口と対処法 吉方町一丁目町内会 山の手公民館 ５０
21. 4.16(木) 鳥取市 悪質商法のトラブルに遭わ 年金連盟八東分会 ホープスターとっと ３０

ないために り
21. 5.13(水) 倉吉市 消費生活トラブルの対処法 鳥取県高齢・障害者雇用 倉吉交流プラザ ３０

促進協会
21. 5.15(木) 倉吉市 消費生活トラブルの対処法 小鴨地区老人クラブ 小鴨公民館 ３０
21. 5.15(金) 米子市 悪質商法のトラブルに遭わ 米子市連合婦人会 米子市男児共同参画 ４０

ないために センター
21. 5.28(木) 米子市 金銭トラブル、消費トラブ 米子市小教研家庭科部会 福米東小学校 ３０

ルの現状・解決策について
21. 6. 7(日) 南部町 消費トラブルの事例と対処 天津百寿会 天津交流センター ８０

法
21. 6.13(土) 米子市 消費トラブルと対処法 犯罪被害者支援ボランテ 米子市ふれあいの里 ２０

ィア養成講座
21. 6.17(土) 鳥取市 あなたはだまされていませ くらし塾勝谷 勝谷地区公民館 １２

んか？
21. 7.23(木) 鳥取市 振り込め詐欺・悪質商法の ツクイ湖山ディサービス ツクイ湖山ディサー １３

傾向、相談状況 ビス
21. 8. 5(水) 伯耆町 悪質商法のトラブルに遭わ 伯耆町独居高齢者の会 消費生活センター研 ４０

ないために 修室
21. 8. 7(金) 北栄町 悪質商法のトラブルに遭わ 鳥取県交通安全協会北条 みどり団地公民館 ３０

ないために 地区支部
21. 8.10(月) 北栄町 悪質商法のトラブルに遭わ 北栄町シニアクラブ 北栄町中央公民館大 ６０

ないために 栄分館
21. 8.21(金) 伯耆町 今、高齢者が狙われる 日光学園 日光公民館 ４０
21. 8.30(日) 鳥取市 消費生活トラブルの対処法 鳥取県ろうあ団体連合会 さわやか会館 ２０

東部支部
21. 9.17(木) 米子市 消費生活トラブルの対処法 職業生活設計セミナー 米子市立図書館 ３０
21. 9.21(月) 江府町 悪質商法のトラブルに遭わ 池内自治会 池内公民館 ４０

ないために
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開 催 日 開 催 地 テ ー マ 講師・対象 会 場 参加人数
21. 9.24(木) 鳥取市 多重債務整理について 婦人相談員連絡協議会 鳥取県福祉相談セン １５

ター
21. 9.30(水) 倉吉市 県の消費者行政について 鳥取県生協理事研修会 伯耆しあわせの里 ２８
21. 9.30(水) 米子市 悪質商法の傾向と対策 上三ご近所サロン 上後藤三区公民館 １８
21.10.15(木) 鳥取市 消費生活トラブルの対処法 職業生活設計セミナー 鳥取市立中央図書館 ３０
21.10.29(木) 鳥取市 くらしの中の消費者トラブ 鳥取市民大学 鳥取市生涯学習セン １００

ル ター
21.11.19(木) 鳥取市 消費生活トラブルの対処法 鳥取地区年金友の会 ホテルモナーク鳥取 ２５０
21.11.24(火) 鳥取市 悪質商法のトラブルに遭わ 福部町高齢者の集い 鳥取市福部砂丘温泉 ８０

ないために ふれあい会館
21.11.30(月) 智頭町 悪質商法の傾向と対策 高齢者消費者問題研修会 智頭町保健・医療・ ２０

福祉総合センター
21.12. 1(火) 鳥取市 悪質商法のトラブルに遭わ ふれあいデイサービス利 八坂集会所 ２０

ないために 用者
21.12. 3(木) 大山町 悪質商法の対策と手口につ 下市駅前いきいきふれあ 下市駅前公民館 ２５

いて いサロン
21.12. 8(火) 三朝町 悪質商法の対策と手口につ 湯の町老人クラブ 三朝町社会福祉協議 ４０

いて 会
21.12. 9(水) 鳥取市 悪質商法のトラブルに遭わ ふれあいデイサービス利 さらな苑 ２０

ないために 用者
21.12.10(木) 倉吉市 悪質商法のトラブルに遭わ めいりんＧｉｎｇｏ 明倫公民館 ２０

ないために
21.12.11(金) 湯梨浜町 高齢者向け悪質商法の傾向 泊地域独り暮らし高齢者 福祉保健センターつ ２０

と対策 わぶき荘
21.12.18(金) 湯梨浜町 高齢者向け悪質商法の傾向 石脇サロン囲炉裏端 甲亀山会館 １５

と対策
21.12.19(土) 北栄町 オレオレ詐欺、クーリング 松岸寺婦人部 松岸寺 ５０

オフ等
21.12.22(火) 日野町 相談対応の心得、基礎、実 日野郡消費生活相談対応 日野町役場 ２０

習 職員
22. 1.14(木) 大山町 悪質商法の傾向と対策につ 中里ふれあいいきいきサ 中山口コミュニティ １５

いて ロン センター
22. 1.24(日) 倉吉市 悪質商法の傾向と対策につ 連合鳥取女性委員会 ホテルセントパレス ４５

いて 倉吉
22. 1.27(水) 大山町 悪質商法の手口と対処法 梶原ほほえみの会 梶原公民館 １８
22. 1.28(木) 湯梨浜町 悪質商法の傾向と対策につ 智頭町身体障害者福祉協 水明荘 ３５

いて 会
22. 2. 3(水) 米子市 消費者トラブルの対処法に 大山ハム退職予定者 大山ハム １５

ついて
22. 2. 7(日) 琴浦町 悪質商法の傾向と対策につ 以西地区住民 以西公民館 ３５

いて
22. 2.10(水) 湯梨浜町 消費者問題の傾向と対策 湯梨浜文化大学 活性化センターはま ８７

なす
22. 2.21(日) 江府町 悪質商法の被害に遭わない 佐川老人クラブ 佐川公民館 ４２

ために
22. 2.25(木) 米子市 悪質商法の対処法 鳥取県シルバー人材セン 米子市文化ホール ４５

ター連合会
22. 3.11(木) 米子市 悪質商法の被害に遭わない 食楽会 消費生活センター研 １２

ために 修室
22. 3.20(土) 鳥取市 悪質商法の手口と対処法 城北地区高齢者 城北地区公民館 ６０
22. 3.20(土) 鳥取市 悪質商法の傾向と対策 面二サロン 面影二丁目公民館 ２０
22. 3.23(火) 南部町 悪質商法の被害に遭わない 東西町いきいきサロン 東西町コミュニティ １０

ために センター
22. 3.26(金) 鳥取市 悪質商法の手口と対処法 退職公務員連盟鳥取市支 賀露地区公民館 １３

部賀露地区会

【高齢者見守りネット講座、開催回数 ４回、参加人数 ９０人】 (平成２１年３月３１日 現在）
開 催 日 開 催 地 テ ー マ 講師・対象 会 場 参加人数
21. 6.27(土) 南部町 悪質商法のトラブルに遭わ なんぶ幸朋苑家族会 なんぶ幸朋苑 ２０

ないために
21. 7.21(火) 日南町 相談状況、悪質商法の傾向 地域包括支援研修会 日南町地域包括支援 ３０

と対策 センター
21. 7.24(金) 日南町 相談状況、悪質商法の傾向 地域包括支援研修会 地域交流ホール ３０

と対策
22. 1.20(水) 日南町 高齢者向け悪質商法の傾向 消費者啓発活動対応者研 日南町役場 １０

と対策 修
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３１ 消費者教育事業実施状況調べ
(1) 事業実施概要

消費者施策の重点が消費者自立支援に移り、消費者教育の機会付与、充実が重要な状況であることを踏まえ、
より高度な知識を得てもらうために、専門的で体系的な消費者教育の場を県内の高等教育機関と連携して行
った。

(2) 実施状況
【高等教育機関との連携講座】 (平成２１年 ３月３１日 現在）
連携実施機関 鳥取大学 鳥取短期大学 鳥取環境大学 米子工業高等専門学校
実施期間 ４～７月(毎週月曜日 ４～７月(毎週水曜日 10～１月(毎週月曜日 10～２月

３時限) ２時限) ３時限) (毎週月曜日３・４時限)
開催回数 １４回 １４回 １４回 １４回
受講人員 県民 １１０名 県民 ５７名 県民 １１１名 県民 ８３名

学生 １３０名 学生 ４３名 学生 ９５名 学生 ４２名
内 容 ・県内の消費者トラブルの現状とその対処法

・悪質商法対処法（特定商取引法、消費者契約法）
・消費者信用と多重債務
・裁判員制度、税金のしくみ
・くらしの中の経済
・金融商品の知識（貯蓄・株式、生命保険）
・年金の基礎知識
・著作権法 など

３２ 法律・県条例に基づく行政指導・処分の実施状況調べ

該当なし

３３ 意見、要望等

（１）監査委員事務局に対する要望等

特になし

（２）その他意見、要望等

特になし


